
はじめに－働く介護者の可視化

　「平成２４年度就業構造基本調査」（総務省）によれ
ば，働く介護者は，２９１万人（男性１３１万人，女性１６０
万人），その中心は４０代，５０代が占める。団塊の世
代の高齢化による要介護認定者のさらなる増加が予
測されるなか，その子世代である４０代，５０代（団塊
ジュニア）を中心として，介護と仕事の両立が大き
な社会課題として浮上している。しかし，働く介護
者を支える社会的環境が十分整っているとは言い難
い。その帰結として，介護離職が増加の一途をたど
っている。同調査によれば，過去１年間（２０１１年１０
月～２０１２年９月）での介護・看護を理由とする離職

者は１０万１千人，過去５年間（２００７年１０月～２０１２年
９月）では４３万人にのぼる１）。また，予備軍を含め
ると８６２万人とも予測される認知症のケアにおいて，
認知症の親を介護する子どもの半数以上（息子の
５６.７％，娘の５１.３％）が，働きながら介護をしている
という調査結果もある（日本医療福祉生活協同組合
連合会），２０１３年）。
　イギリスでは，介護離職による公的支出は，介護
者手当の給付や税収の減少などを勘案すれば，１年
間で１３億ポンドにのぼると推計されている
（Pichard, ２０１２）。アメリカでは，従業員が介護を担
うことによる企業の損失を３３６.２億ドルと算出して
いる。その中でもっとも大きな比重を占めているの
は，介護離職する従業員の交替コストである（樋口，
２０１２，９３頁）。こうした損失を食い止めるためには，
介護しながら働き続けられる環境の創出が不可欠で
ある（Yeandle, Bucker, ２００７）。
　本稿は，介護と仕事の両立を検討する上で，介護
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　団塊世代の高齢化が本格化し，要介護認定者のさらなる増加が予測されるなか，介護と仕事の両立が大
きな課題として浮上している。本稿では，企業による両立支援の充実だけでは不十分であり，企業外の要
因も含めた，働く介護者の生活全体を包括的に捉えることの重要性を提起する。ワーク・ライフ・ケア・
バランスの実現にむけた予備的考察として，筆者らが行ってきたアンケート調査とインタビュー調査に基
づいて，両立を可能／不可能にする要因の特定化を試みた。働く介護者は，企業の支援制度の枠外で介護
ニーズに対応している一方で，多様な支援制度を利用したいという意識との間にギャップがあることが明
らかになった。さらに，両立を可能／不可能性を左右する領域として，①家族関係・環境，②働き方支援，
③介護サービス，④コミュニティという４つのカテゴリーを確認することができた。
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者支援の観点から介護者の生活全体を包括的に捉え
る視点の重要性を確認した上で，筆者らがこれまで
行ってきた一連の調査結果に基づいて，働く介護者
が抱えるニーズを明らかにし，両立の実現を可能／
不可能にする要因の特定化を試みるものである。

１．介護者支援としての介護と仕事の両立

（１）介護者支援とは
　介護者支援２）は，従来嫁が中核的に担ってきた
家族介護モデルの行き詰まりという社会的背景があ
る。世帯規模の縮小や共働き世帯の増加によって，
仕事に従事せず，専属で家事・育児・介護に専念で
きる人員を確保できる家族は，ますます少数派とな
りつつある。家事スキルをもたない男性介護者，高
齢介護者，遠距離介護者，育児と介護の板ばさみ
（サンドイッチ），さらには１０代や２０代で親や祖父母
の介護を任され，学業継続や就職もままならない若
年介護者（ヤングケアラー）など３），従来とは質的
に異なる家族介護の負担が増大している。介護保険
制度は，家族の負担軽減をその目的としているが，
あくまでも支援を要する人に対するサービスを提供
する制度であり，介護者の支援を目的とする社会制
度は今のところ不在である。介護保険制度について
は，近年の適正化によるサービス利用の縮小によっ
て，「再家族化」しているという指摘もある（藤崎，
２００９）。それゆえに，介護者支援の構想とは，従来
の家族介護者モデルや労働者モデルの刷新を伴うも
のでなければ，家族介護者の負担の軽減には結実し
ないであろう。
　介護者支援という考え方は，近年活発になってい
る障害学を中心とする当事者研究でも耳目を集めて
いる。当事者研究では，当事者の範疇として，要介
護者だけではなく，介護者を対象に含める論理を次
のように捉えている。すなわち，当事者の範疇を限
定的に理解するのではなく，「支援提供の基盤を拡
大し，支援のリソースを量的に充実させることによ
って」，要介護者と介護者のニーズとが「並存でき

る仕組み」を目指すことが，介護者を「『当事者とし
ての支援者』という生き方に封じ込めない」ことを
可能にする（星加，２０１２）。

（２）介護者支援における介護と仕事の両立の位置
づけ

　介護者支援には，多様な手法がある。介護者に有
益な情報提供やカウンセリング（直接的社会的支
援），当事者の組織化（間接的社会的支援），介護者
に対する現金給付（直接的経済的支援）などがある
が，介護と仕事との両立支援は，間接的経済的支援
として位置づけることができる（図１）。
　日本では，１９９１年に成立した育児休業法に，介護
が加わり「育児・介護休業制度」が１９９５年に成立し
た。介護休業では，要介護状態にある対象家族１人
につき，通算９３日間休業することができる４）。なお，
介護休業中の所得補償としては，介護休業給付金５）

がある。介護給付金では，介護休業開始直前６カ月
間の賃金月額の４０％までが支給される。また，事業
主には，労働時間短縮やフレックスタイム制度など，
介護のための所定労働時間短縮等の措置が義務付け
られている。さらに２０１０年の改正では，新たに，対
象家族１人につき１年につき５日間の短期の休暇
（介護休暇）が取得できるようになった（２人以上
の場合は１年につき１０日間）。
　介護休業に先行して法制化された育児休業は，産
前・産後休暇との連続性の中で，「One size fits all」
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図１：介護者支援の枠組み
出所：斎藤（２０１０）をもとに加筆修正



型の画一化された支援として定着している。それに
対して，介護はきわめて個別性が高いため，介護と
仕事の両立の実現には，単に育児並みの制度を整備
するだけでは十分ではない。育児と介護の差異に配
慮したうえでの支援制度の設計と運用とが求められ
ている。具体的には，①担い手および介護空間の多
様性，②準備期間の欠如，③期間の長期化と不確実
性の増大といった点などが想定される（斎藤，
２０１３b）。特に介護は長期化することも予測される
ため，持続可能性の高い働き方を保障する必要があ
る。

（３）「ワーク・ライフ・ケア・バランス」という視点
　さらに，介護者支援における介護と仕事の両立は，
間接的経済的支援として捉えるだけでは不十分であ
る。筆者らは，「ワーク・ライフ・バランス」とい
う言葉に対して，「ワーク・ライフ・ケア・バラン
ス」という言葉を提唱してきた。これは，間接的経
済的支援としての〈狭義の介護と仕事の両立〉に対
して，〈広義の介護と仕事の両立〉と読み替えるこ
とも可能であろう。「ワーク・ライフ・ケア・バラ
ンス」という言葉には，第一に，介護を含む無償の
ケアが，有償労働と同等に社会的には重要で有意義
な労働であること，第二に，ケアがライフに包摂さ
れ私秘化されることによって，そこで生じる問題が
不可視化されることを排して，ひとつの活動領域で
あることを強調すること，第三に，質の高いケアを
継続するためには，介護者に対する社会的支援が必
要であるという意味が込められている６）。
　介護者は，介護役割を引き受けると同時に，ひと
りの人間として豊かな生活を送る権利を有している。
介護役割が，それ以外の介護者の生活─趣味や教育
などを含む─を圧迫してはならない。介護者が自ら
の生活や人間関係を枯渇させることなく，介護役割
を担えるための支援の設計が必要である。これは，
介護者支援の基本としての，介護者自身のQOL（生
活の質）という視点にのっとった考えである（斎藤，
２０１０）。

　仕事は，介護者にとって，生活の重要な基盤であ
り，介護をめぐる不安から一時的に離れて気分転換
ができる一方で，日々時間に追われ，自分のためだ
けの時間や，人間関係を確保することを困難にする。
介護者の「ライフ」を「ケア」のみに還元してしま
わないために，介護と仕事の両立とは，介護者支援
の他の象限と関連づけて，統合的に理解される必要
があると考える。近年個別の介護者支援に関する研
究も散見されるが（笹谷，２０１２；中山，２０１１；日本
ケアラー連盟，２０１２；羽生，２０１１），介護者支援の包
括的な理論枠組みの確立にまでは至っていない。本
稿は，「ワーク・ライフ・ケア・バランス」という
視点に基づく介護と仕事の両立に関する包括的な理
論的構築に向けた基礎的研究として位置づけられる。

２．調査の概要

（１）先行調査・研究の到達点
　１９７９年に沖藤典子が『女が職場を去る日』で，自
身の経験から介護と仕事の両立の困難さを赤裸々に
明かし，社会に大きな一石を投じて以来，この問題
は女性の問題として論じ続けられてきた。当時は，
女性が介護役割を引き受けることが自明視されてい
たために，多くの女性は退職や非正規雇用への変更
を強いられ，働き続けながら介護することについて，
十分社会的な合意を得られたとはいいがたい状況に
あった（沖藤，１９８４）。
　こうした状況を大きく転換させる国際的な動向は，
ILO１５６号条約（家族的責任を有する男女労働者の
機会及び待遇の均等に関する条約）の採択であった。
１９８１年に採択された本条約を日本が批准したのは
１９９５年。その国内的な法整備として，育児・介護休
業法が制定されてきた歴史的経緯がある。
　１９９９年男女共同参画社会基本法成立，２０００年介護
保険制度導入を皮切りとし，「ワーク・ライフ・バ
ランス憲章」および「行動指針」の策定（２００７年）
など，男女ともに育児や介護と仕事を両立すること
への社会的合意が形成されつつある。２０００年代から，

介護と仕事の両立をめぐる課題（斎藤真緒，津止正敏，小木曽由佳，西野勇人） 121



介護と仕事の両立に関する研究が散見されるように
なるが，ワーク・ライフ・バランスの調査研究は，
圧倒的に育児と仕事の両立の問題に集中しており，
その研究蓄積の差は歴然としている。そもそも，働
く介護者の実態を把握するための全国的な調査デー
タも数少ない（東京大学社会科学研究所，２０１２，
２０１３；２１世紀職業財団，２０１１；日本ケアラー連盟，
２０１０，三菱 UFJリサーチ &コンサルティング，
２０１３；労働政策研究・研修機構，２００６）。実際の企
業の支援策の実施状況も，育児を中心とする両立支
援を重点化している企業が圧倒的で，介護支援が充
実している企業は少ない。介護と仕事の両立支援制
度の活用状況を概観してみると，全体的に利用者割
合は全体的に低率であるが，すべての制度において
若干利用者が増加傾向にある（表１）。介護休業の
利用期間も，長期間の利用者が増加している（表
２）。
　先行研究の多くは，企業での支援策に注目し，介
護による就業継続や就業形態への影響，退職の規定
要因の分析を行っている（山口，２００４；西本，
２００６；池田，２０１０：的場，２０１２）。介護休業は，本来，
介護開始時の緊急対応として設計された制度設計で
ある（労働政策研究・研修機構，２００６）。９３日とい
う設定も，４年９ヶ月という平均介護期間（生命保
険文化センター，２０１２）と比較すると極めて短い期
間の設定であり，どのようなタイミングで利用され
ているかについての個別分析は数少ない（池田，
２０１０）。なお，２０１２年から新たに導入された介護休
暇については，導入されて期間が短いためにその有
効性についてはまだ十分判断できる材料がないが，
連続休暇と比較して，短期の休暇は突発的な介護ニ
ーズや短時間での介護に利用しやすい制度であると
いう指摘もある（西本，２０１２）。しかし，制度利用を
阻害している要因や，潜在的利用希望者の実態はま
だ解明されていない。
　多くの先行研究では，介護発生以降も同一の職場
での就業継続をひとつのロールモデルとして想定し
ている。非正規雇用等の雇用形態の変更が，職業キ

ャリアや家計の安定という観点から否定的に捉えら
れている。しかし，後段の分析で示すように，遠距
離介護を解消するための転居に伴う転職や，介護経
験を活かした新たな起業など，転職は必ずしもマイ
ナスの影響を及ぼすだけではない。むしろ，ケアと
仕事を両立させるための非典型的な働き方を保障す
る支援という考え方も念頭におく必要があるだろう
（大沢，２０１１）。
　的場によれば，主たる介護者になればなるほど，
「自分の自由な時間が減った」「精神的に疲れるよう
になった」「身体的に疲れるようになった」「睡眠時
間が減った」「仕事の時間が減った」「職場の同僚等
とのコミュニケーションが減った」などの回答が高
くなり，介護による生活の変化を被りやすく，負担
を強く認識していると指摘している。介護と仕事の
両立には，企業による支援だけではなく，介護者自
身の健康状態や，介護生活の実情（要介護者の容
態）なども影響を及ぼすことが予測される。池田
（２０１０）は，在宅介護サービスの利用が，介護休業の
必要性を低下させるだけではなく，雇用形態といっ
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表１：介護と仕事の両立支援制度の利用状況

２０１２年２００８年

０.０６０.０６％介護休業制度
介護のための勤務時間短縮等の措置の制度

（以下複数回答）
０.０９０.０４・短時間勤務制度
０.０５０.０２・フレックスタイム制度
０.０６０.０４・始業・終業時間の繰上げ・繰下げ
０.０４０.０４・介護に要する経費の援助

注）両立支援制度をもつ事業者の常用労働者に占める使用者
割合

出所：平成２４年度雇用均等基本調査（厚生労働省）

表２：介護休業の取得期間

２０１２年２００８年

０.２６６０.３４７１ヶ月～３ヶ月未満
２０.５２０.４２週間～１ヶ月未満
３.１１５.８６ヶ月～１年未満

出所：同上



た企業内要因のみならず，性別，続柄，身体介助の
必要性，在宅介護サービスの利用の有無といった企
業外の複合的要因が，退職の規定要因となっている
ことを指摘している。
　一連の先行調査・研究を踏まえ，本稿では，介護
と仕事の両立の実現には，企業による両立支援だけ
ではなく，企業外の要因にも配慮し，働く介護者の
生活全体を包括的に捉えることの重要性─ワーク・
ライフ・ケア・バランスという視点─を改めて提起
したい。ワーク・ライフ・ケア・バランスの実現に
は，企業だけではなく，行政，介護サービス，コミ
ュニティといった多様なアクターや領域を想定する
必要がある。介護過程を通じて，どのようなアクタ
ー・領域のどのような要因が，両立を可能／不可能
にしているのだろうか。たとえば，どのような介護
サービスの利用が仕事の継続を可能にしているのか，
逆にどのような要因によって転職や退職に至ってい
るのか。また，退職後の介護生活や転職の際にどの
ような困難に直面しているのだろうか。さらに，看
取り後の生活再建に必要な支援にも考慮にいれる必
要があるだろう。

（２）アンケート調査およびインタビュー調査の概要
　筆者らは，２０１１年度に，労働者および企業に対す
るアンケート調査を実施する機会を得た（以下，京
都市調査）７）。また，２０１１年から２０１３年にかけて，
両立経験者に対するインタビュー調査を実施してき
た。
　京都市調査は，京都市内の民間企業を母集団とし
ている。京都市青年会議所の京都市企業名簿を標本
抽出台帳として使用し，企業の従業員数に基づいた
層化無作為抽出法によって２６５社の標本を抽出した。
調査は郵送調査により行い，２０１１年１１月から１２月に
かけて，２種類の調査票の配付，回収を行った。今
回用いた調査票は，人事担当者を対象とする調査票
（以下，企業アンケート）と４０歳以上の従業員を対
象とする調査票（以下，社員アンケート）の２種類
からなる。企業アンケートの回収有効票数は３５（回

収率１３.２％），社員アンケートの回収有効票数は２５４
であった８）。
　社員アンケートでは，両立の際に利用している制
度のほか，利用していないが利用したい制度（実態
と意識のギャップ），企業外の要因として，働く介
護者の介護環境（要介護者との関係や家族支援の有
無），サポート・ネットワーク（両立に関する相談
先，頼りにしている人，地域からの支援）を調査項
目として設定した。企業アンケートでは，導入して
いる制度，社員の介護ニーズの把握の方法や，制度
利用促進のための取り組みを調査項目として設定し
た。
　インタビュー調査は，仕事と介護の両立に影響を
及ぼす領域を把握すると同時に，それぞれの領域に
おいて，両立を可能／不可能にする要因を特定化す
ることを目的として実施した。インタビュー調査は，
「男性介護者と支援者の全国ネットワーク」が実施
した「介護退職ゼロ作戦」（津止・鎌田・斎藤，
２０１３）を通じて，両立経験をもつ介護者を対象とし
た（調査期間は２０１１年９月～２０１３年１１月）。両立過
程に即して，対象者を，就業継続グループ，転職グ
ループ，休職・離職グループに分類した。対象者の
フェイスシートは表３とおりである。１４名の対象者
に対してそれぞれ３０分～１時間半の半構造化インタ
ビューを行った。　インタビューの主たる項目は，
①介護開始時の仕事の状況，②要介護者および家族
との関係，③職場での調整，④両立において困難だ
ったこと，⑤両立をする上で役立ったこと，⑥介護
者にとっての働くこと・両立の意味である。インタ
ビュー内容はICレコーダーですべて録音し逐語録
を作成した。
　以下では，アンケートおよびインタビュー調査を
通じて得られた主な知見を通じて，介護と仕事の両
立を包括的に捉えるために必要な視点について検討
していく。
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３．働く介護者のニーズ－アンケート調査より－

（１）回答者の基本属性
　社員アンケートの回答者２５４名の基本属性は，表

４，５のとおりである９）。雇用形態は，男女ともに
正規雇用が最も多かったが（１２１名，７２.９％），第２
位は男性が役員だったのに対して，女性はパート・
アルバイトであった。世帯類型は，男女ともに核家
族が最も多いが，女性の第２位は単身世帯，男性は
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表３：インタビュー調査対象者のフェイスシート

備考両立状況介護拠点介護期間婚姻関係要介護者年齢

現在は生活保護制度
を利用

転職→離職自宅同居１３年（継続中）
介護開始
時に離婚

実母（７８歳）５２歳A

月１回程度訪問就業継続施設
実父５年，実母３
年（ともに継続中）

既婚
実父（８４歳），
実母（８０歳）

５０歳B

子育てとのサンドイ
ッチ，始業・終業時
間の繰上げ・繰下げ

就業継続自宅同居１６年（継続中）既婚妻（６５歳）６１歳C

介護うつのため５ヶ
月休職。介護時短の
上限が問題

就業継続
父：病院，
母：自宅同居

実父４年，実母２
年（ともに継続中）

未婚
実父（８７歳），
実母（８２歳）

５７歳D

介護休業利用後，復
職せずに離職

離職自宅同居５年１０か月（終了）既婚実父（２０１１年死去）６２歳E

自身も社会不安障害
を発症

就業継続
（自営業）

自宅同居
妻８年（継続中），
実父６年（終了），
実母９年（継続中）

既婚
妻（６１歳），
実父（２０１３年死去），
実母（８６歳）

６０歳F

今のところ休業で対
応。再開のめど立たず。

休職
（自営業）

自宅同居３年（継続中）既婚妻（６９歳）７２歳G

早期退職，遠距離介
護を解消すべく実家
に転居

離職遠距離→同居５年（継続中）既婚実母（８７歳）６３歳H

実母の介護をしてい
た妻に介護が必要に
なったために離職

離職
実母：自宅同
居→施設，
妻：自宅同居

実母６年，妻２年
（ともに継続中）

既婚
実母（８３歳），
妻（６０歳）

６０歳I

２３歳から３度の転職
を経験

転職病院・施設１３年（継続中）未婚実母（６３歳）３６歳J

営業部長，主たる介
護者は妻（専業主婦）

就業継続自宅同居５年（継続中）既婚実母（９０歳）６１歳K

介護負担で自身が倒
れる

就業継続別居→施設１０年（継続中）既婚実母（８９歳）６６歳L

母と同居し，自ら保
険会社をはじめる

転職別居→同居３年未婚実母（８５歳）５６歳M

資格取得でキャリア・
チェンジを目指す

転職→離職同居１５年（継続中）既婚妻（５４歳）５７歳N

注）年齢および介護期間等は，インタビュー当時のもの。



夫婦世帯となり，同居家族人員数は平均３.１人であ
った。
　回答者のうち，約４割が現在あるいは過去に介護
経験がある労働者であった（表６）。男女とも年代が
上がるにつれて介護経験者の割合が増加している１０）。
　介護関係をみると，第１位が実母（４７名，４６.５％），
次いで実父（４４名，４３.６％）と，実親介護の主流化
が確認できる。年代でみると，介護者が５０代，親が
７０代に入るころに介護リスクが高まる。女性は自ら
主たる介護者となるケースが最も多く，次いで実母
となっており，配偶者・パートナーは登場しないの
に対して，男性が主たる介護者として登場するのは，
実母，配偶者・パートナーに次いで第３位となって
おり，依然として女性への依存度が高いことが分か
る。しかし，介護経験者のうち，複数介護経験者
（２～４人）が３割近くに及んでおり，介護人数が
増えれば増えるほど，男性であっても自らが介護責
任を引き受けざるを得ない状況が確認できた。
　介護環境としては，自分自身と同居しているケー
スが最も多かったが（５０名，４９.５％），他の家族との
同居や，一人暮らしや施設入所（福祉施設，医療機
関・病院）など，非常に多様であった。このことは，
必要となる企業での支援や介護サービスが異なる可
能性を示唆するものである。

（２）働く介護者の両立実態－理想と現実のギャップ
　では，介護経験者は，どのようにして介護と仕事
とを両立させているのだろうか。具体的にはどのよ
うな資源やサービスを利用しているのだろうか。ま

た，両立にあたってどのような障壁が存在している
のだろうか。
　実際に利用した制度で多かったのは，「始業・終
業時間の繰上げ・繰下げ」，「残業・休日労働の免
除」，「労働時間の短縮」，「フレックスタイム」と，
労働時間の調整や短縮が多かったが，もっとも多か
ったのは，「何も制度を利用しなかった」である。
　ここで注目すべきは，利用した制度と利用したい
制度との間に大きなギャップがあることである（図
２）。特に，介護休業や介護休暇，フレックスタイ
ム，経費の援助は，利用されていないが潜在的なニ
ーズが高いことがわかる。ニーズが最も高いにもか
かわらず利用されていない介護休業について，利用
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表４：回答者の性別

％度数

（６５.４）１６６男性
（３３.１）８４女性
（１.６）４無回答

（１００.０）２５４合計

表５：回答者の年代

％度数

（７.９）２０３０代以下
（４０.９）１０４４０代
（３０.７）７８５０代
（１５.７）４０６０代
（２.４）６７０代
（２.４）６無回答

１００.０２５４合計

表６：年齢・性別ごとの介護経験

合計
現在
介護中

過去に介護
経験あり

介護経験
なし

１６６（１００.０）２３（１３.９）３３（１９.９）１１０（６６.３）男性
８４（１００.０）１１（１３.１）３２（３８.１）４１（４８.８）女性

２５０（１００.０）３４（１３.６）６５（２６.０）１５１（６０.４）合計

図２：利用した制度と利用したい制度（複数回答）
n＝１０１



しなかった理由としては，「他の家族がやりくり」
し，かろうじて利用を回避していることがわかる。
しかし同時に，「制度がよくわからない」，「職場で
とりづらい雰囲気がある」，「職場で利用した人がい
ない」など，企業の中に利用を躊躇させる障壁があ
る（図３）。厚労省調査では，就業継続の意向が高
いにもかかわらず，社員の側の制度に対する認識不
足や制度を利用しにくい職場環境が離職につながっ
ていると指摘している（三菱UFJリサーチ&コンサ
ルティング，２０１３）。

　介護ニーズへの現実的な対応としては年次有給休
暇を利用している回答者がもっとも多かったが，介
護経験者の約４割が，早退や欠勤をしたことがあり，
制度の枠外での個別の対応を迫られていることを示
唆している（図４）。同じく介護経験者の４割が両
立に関して誰にも相談しておらず，職場だけではな
く，家族の中でも介護を抱えこみ孤立しがちである
ことが分かった（図５）。
　介護者と地域との関わりをみると，支援の有無は
拮抗状態にある。約４割が地域から何らかの支援を
得たと回答しており，そのうち２３名（５３.５％）が，
支援の具体的内容としてケア・マネージャーなどの
専門職による支援を挙げている。また，インフォー
マルな支援として，近隣の住民から見守り・励まし，
徘徊の際に支援を得ているという回答もあった（自
由回答）。地域に対する支援の要望としては，緊急
時にすぐに入所できるサービス，災害時の介護援助，
地域での介護者のためのいこいの場所，人手が足り
ないとき，中身を問わず助けてくれるようなシステ
ムなどがあった。

（３）将来の介護の可能性－潜在的な働く介護者
　社員アンケートでは，介護経験者の実態だけでは
なく，すべての回答者の将来の介護の可能性とその
課題について調べた。その結果，回答者のうち１５５
名（６１％）が将来介護責任を担う可能性があること
が明らかになった（表７）。将来介護しなければな
らない可能性があるのは，実母，実父，配偶者・パ
ートナーという順位である。
　将来介護する可能性がある潜在的介護者は，どの
ようなニーズと不安があるのだろうか。介護が発生
した場合，「現在の雇用形態のまま現在の勤務先で
働き続ける」という希望が最も多く，介護離職希望
者は１割にも満たない（表８）。利用したい制度と
しては，「労働時間の短縮」「介護休業」「介護休暇」
といった柔軟な働き方に対するニーズのほかには，
「介護経費の援助」へのニーズが高かった（図６）。
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図３：介護休業を利用しなかった理由（複数回答）
n＝９９（無回答を除く）

図４：制度外の対応（複数回答） n＝１０１

図５：相談相手（複数回答） n＝１０１



（４）両立支援に対する企業の取り組み状況
　では，企業は介護と仕事の両立をどのように位置
づけているのだろうか。働く介護者の現状に対して，
企業はどのようなサポートを実施しているのだろう
か。厚労省調査によれば，現在企業の取り組み状況
は，法定制度の整備に集中しており，それ超える取
り組みや利用促進のための取り組みには十分着手で
きていない。今回の企業アンケートでは，企業の社
員ニーズの把握は，半数以上の企業が社員のニーズ
を把握していると回答しており（表９），具体的な
ニーズ把握の方法としては，「職場内のコミュニケ

ーション」，「所属長からのヒアリングが多い」（図
７）。企業の側の社員の状況把握に関するこうした
意識と，社員アンケートから見えてきた社員の側の
意識（「制度がよく分からない」，「同僚に迷惑がか
かる」，「使いづらい雰囲気がある」，「誰にも相談し
ていない」など）を比較すると，依然として大きな
乖離があることが分かる。
　両立支援制度の利用促進のための取り組みについ
ては，企業規模にかかわらず「社員への情報提供」
が一番多いが，その他の取り組みについてはほとん
ど手つかずの状態といえる（図８）。東大調査によ
れば，管理職自身が制度を十分理解していないこと
も少なくない。両立制度利用の実績（利用者の少な
さ）から，介護と仕事との両立が「特殊なケース」
理解され，社員の介護ニーズの過小評価につながっ
ている可能性が考えられる。両立不安の払拭に，管
理職が果たしうる役割は極めて大きいと言える（東
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表７：将来の介護可能性

％度数

６１.０％１５５可能性あり
５.９％１５可能性なし
３１.９％８１わからない
１.２％３無回答

１００.０％２５４合計

表９：社員のニーズ把握

％度数

（１４.３）５十分把握している
（４５.７）１６ある程度把握している
（２５.７）９あまり把握していない
（１１.４）４全く把握していない
（２.９）１無回答

（１００.０）３５

表８：仕事への対応

％度数

（６５.８）１０２現在の勤務先で働き続ける
（９.０）１４転職する
（９.０）１４いったん離職し再就職する
（８.４）１３介護に専念するため離職する
（３.９）６その他
（３.９）６無回答

（１００.０）１５５合計

図６：将来利用したい制度（複数回答）　n＝１５５

図７：ニーズの把握方法（複数回答）　n＝３５

図８：制度利用促進の取り組み（複数回答）　n＝３５



京大学社会科学研究所，２０１２）。

（５）小括
　アンケート調査から，働く介護者がほとんど制度
を利用することなく，年次有給休暇や欠勤，早退と
いった，両立制度の枠外での対応をしていると同時
に，利用したい制度との間には大きなギャップがあ
ることが明らかになった。他方で，企業の側は，社
員のニーズ把握ができていると評価していることが
多く，「制度が利用しづらい」といった社員の意識
との間に，大きな乖離が存在していることも示唆さ
れた。潜在的な働く介護者の増加を念頭におくなら
ば，企業による社員のニーズの的確な把握と，個別
の介護状況に応じた柔軟な制度利用の促進が求めら
れていると言えよう。

４．介護と仕事の両立の可能／不可能性 
－インタビュー調査より－

　前章では，アンケート調査から働く介護者の実態

と意識，企業の側の対応について概観してきたが，
ここでは，介護と仕事の両立に関する包括的理論構
築のための予備作業として，労働者が直面する障壁
─両立の可能／不可能性─について，インタビュー
調査に基づいて，その要因の抽出を試みる。
　今回の質的データの分析手続きとしては，第一に，
業継続や離職を規定する要因を抽出し，続いてそれ
らの要因を規定する領域のカテゴリー化を行った。
分析の結果，両立に影響を及ぼす領域カテゴリーと
しては，（１）家族関係・環境，（２）働き方支援，
（３）介護サービス，（４）コミュニティという４つ
を確認することができた。両立を可能／不可能にす
るカテゴリーとそれぞれの領域を構成する要因を整
理したものが図９である。
　以下では，それぞれの領域における両立の可能／
不可能にする要因について，詳細に検討していく。

（１）家族関係・環境
　家族関係・環境には，介護開始時の介護者および
要介護者の属性や状態（年齢，健康，要介護度，雇
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用状態など），要介護者と介護者との関係（続柄，複
数介護），介護環境（同居／別居，遠距離介護，他の
家族援助の有無）などが含まれる。さらにこの関係
および環境は，介護過程─要介護者の容態や介護者
の健康，家族の協力関係─によって変化する。

・属性－年齢・雇用形態・健康
　まず，家族関係が両立に影響を及ぼす要因として，
介護開始時の介護者の年齢や雇用形態がある。Kさ
んとLさんは，会社の管理職の立場にあり，退職と
いう選択肢は考えなかったという。それに対してH
さんは，介護発生時に，定年間近であったために，
早期退職をして介護に専念することにした。また，
介護が必要になった母親と離れて暮らしていたこと
も，退職を決断する要因になった。Hさんは，退職
後，母親の住む故郷に戻って，母親と同居しながら
介護をすることを決意した。逆にJさんは，２３歳で
母親の介護が必要になった。伝統的な介護意識が根
強い地方で母親がひとり暮らしをしていたため，長
男である自分に対して介護責任を求める周囲の圧力
が強かった。自分自身も医者とのやり取りの中で母
の介護ができるのは「私しかいない」という思いを
強くする。仕事については，入社２年目だったこと
もあって，「やめてもすぐに次の就職が見つかるだ
ろう」と考え，支援制度の利用などについて深く検
討することもないまま，比較的簡単に仕事を辞めて
しまう。いずれにしても，「すべてのことが初めて
で混乱した」。その後Jさんは，母親の容態の変化に
伴って，３度の転職を強いられることとなるが，最
初の離職から次の再就職までに結果として６年とい
う期間を要することとなった。今から振り返って，
「簡単に仕事を辞めるべきではなかった」「もっとし
っかり考えてから仕事を辞めるべきだった」と述べ
ている。
　ヤングケアラーであるJさんの場合，母親も比較
的若いということもあって，今後も長期にわたる介
護が予測される。親ではなく，配偶者・パートナー
の介護の場合にも，介護期間は長期化する傾向にあ

る。Fさんは，妻が４０代のころからうつ病を患って
おり，８年前に若年性アルツハイマー症と診断され
る。またCさんは，自身が４８歳のときから妻の介護
を１２年続けており，Cさんは介護開始時，学校に通
う３人の子どももいたため，介護と育児とのサンド
イッチに直面することとなる。FさんにとってもC
さんにとっても，今後の夫婦での生活や自身の老後
の安定にとっても，仕事を続けることは死活問題と
なっている。

・複数介護
　複数の家族を介護する必要に迫られる場合にも，
仕事との両立が困難になる。Iさんは，母親が倒れ
たとき，海外で単身赴任をしており，妻が母親の介
護を引き受けてくれた。母の容態が悪化したため，
帰国し，介護を手伝うようになったが，もともと患
っていた妻の病気が悪化してしまう。職場でも帰国
後の自分のポストがきちんと確保されていなかった
こともあり，離職を決意する。

・他の家族からの支援
　他の家族からの援助の有無は，仕事の継続におい
て重要な要因である。Kさんは，同居する母親に介
護が必要になったときに，営業部長という役職につ
いており，労働時間もかなり不規則であったために，
自身が主たる介護者になることはできなかったが，
妻が専業主婦であったために，仕事を継続できてい
る。Kさんが担っている介護役割は，帰宅後にでき
る身体介助（特に車椅子からベッドへの移動や入浴
介助など）に限定されている。Lさんも，同一市内
に一人で暮らす母親に介護が必要になった際に，K
さんと同様，職場で管理職の立場にあったが，Lさ
んは妻の協力を得ながらも，自身が主たる介護者と
して週末実家に泊まりこみながら，仕事との両立を
続けた。介護は１０年にも及び，Lさんが体力の限界
を感じ，施設への入所を検討しはじめたときに，L
さん自身が疲労のために倒れる結果となってしまっ
た。また，Aさんは，母親の介護が必要になったと
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きに，姉がいたが，介護の役割分担に関する話し合
いがうまくいかず，結果的に，Aさんはほとんど介
護を引き受けることになる。Aさんは，転職を経た
のち離職し，現在は生活保護で生計を立てている。

（２）働き方支援
　働き方支援には，先行研究で取り上げられてきた
企業での両立制度，具体的には制度の導入状況（対
象者の限定，法定を超える取り組み）だけではなく，
その運用状況（職場での情報共有）のほかに，行政
等による転職・再就職支援など，多様な働き方の選
択肢を可能／不可能にする要因が含まれる。

・職場での情報共有
　育児と異なり，介護は突発的に発生することが少
なくない。職場で仕事の共有が十分なされていない
場合や，長時間労働が常態化していて，職場に余裕
がない場合，自分自身の介護ニーズを，上司に相談
すること自体が難しい。実際に，職場に相談できず，
年次有給休暇を利用しながら個人的に対処したり，
離職という選択肢を選ぶこともある。Aさんは，親
が倒れたときに，短時間勤務が利用できないか上司
への相談を試みたが，「代わりはいくらでもいる」
と言われ，働き続けることを断念し，取引先の人に
紹介してもらい，職場を変えざるを得なかった。
　BさんとCさんは，従業員１０００人を超える大企業
と，従業員１１人という，対照的な規模での職場で働
きながら，介護を続けている。大企業で働くBさん
は，地方で離れて暮らす母親を２年前から介護して
おり，Cさんは妻の介護を１６年続けている。Aさん
と違いいずれも，仕事を継続できている大きな要因
のひとつは，自分自身の介護状況について，職場の
上司や同僚が理解を示していることにある。Bさん
は，週末の休みを利用して，月に１度ほど親元に通
う生活をしている。介護認定の時には連続休暇で対
応して立ち会った。現在も，市役所での手続きやケ
ア・マネージャーとの打ち合わせなど，平日に仕事
を休まなければいけないこともしばしばある。その

場合には，できるだけ事前にスケジュールを調整し，
年休を利用しているが，その際には，同僚への負担
をできるだけ減らす工夫をしている。現在は，母親
の急変への対応や，重度化による介護負担の増加へ
の懸念を抱いているが，常に自分の介護状況につい
て，上司や同僚に知ってもらうように心がけている。
　Cさんの場合，介護保険制度が導入される以前か
ら妻を介護しており，当時は十分に使える介護サー
ビスがなかったこともあって，職場に「まずは率直
に自分の状況を話すしかなかった」と当時の状況を
振り返る。小さな職場で，両立支援に関する制度は
なかったが，むしろ状況を共有してもらいやすい規
模の職場であったために，介護の状況に応じて他の
同僚にも協力してもらいながら，柔軟に対応するこ
とが可能でもあった。Cさんは，自分自身の状況を
率直に職場で話すことによって，他の同僚が抱える
家庭の問題についても，共有し支えあうことができ
る職場環境ができあがったのではないかと考えてい
る。職場での日常的な意思疎通とそれに基づく信頼
関係は，介護ニーズを抱える社員が出てきた場合に，
職場全体で支えあう土台となる。

・職場での役割・承認
　他方で，介護を抱えていても，自分自身が会社に
とって必要な人材として承認されることが両立への
大きな意欲となる。Cさんが長期に及ぶ両立で心が
けていることは，始業時間より早く出社し仕事を片
付けるなど，「仕事での成果はきっちり出す」とい
うことであった。Jさんもまた，同僚への迷惑をで
きるだけ軽減するために，「できる時には人より多
く働いて」，緊急時に助けてもらえる関係性をつく
ることを心がけている。

・制度の利用しやすさ
　両立支援制度を整備している企業は増えているが，
「先例がない」ため制度の利用を申請しづらいほか，
アンケート調査結果にも示されていたように，「制
度を知らない」「職場でとりづらい雰囲気がある」，
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など，制度を実際に利用する際の企業内の障壁があ
る。
　職場での利用しづらい雰囲気に加えて，制度のそ
のものの利用しづらさを指摘することができる。E
さんは，１年間介護休業を利用したが，その後の介
護の見通しが立たず，結局離職することとなった。
Dさんは，フルタイムの正規社員として働いている
が，両親２人が介護を要することとなり，一時期，
介護と仕事との両立に疲れ，自身の介護うつのため
５ヶ月間休職せざるを得なかった。現在は，短時間
勤務制度を利用しながら復職しているが，短時間勤
務制度の利用期間の上限が悩みの種となっている。
　一部企業では，介護を事由とした短時間勤務の上
限撤廃や，介護休業を育児休業と同じ期間に延長す
るなど，法定を超える取り組みを進めている。今回
のインタビュー調査では利用者がいなかったが，介
護休暇のほかに，半日休や１/４休，１時間単位な
どでの年休制度を導入している企業もある。こうし
た支援策は，病院への付き添いや，市役所での手続
きなどの，短時間での介護への対応が可能になるた
め，今後，どのように就業継続に反映されているか，
さらなるケース分析が必要になる。

・制度の適用範囲
　企業による両立支援制度が利用できるのは，正社
員に限られている企業がほとんどである。介護休暇
制度は，介護休業などと比較して，適用される労働
者の範囲が拡大するが，それでも，非正規労働者が
多数介護離職を選択している現実を考慮すれば，制
度の枠外におかれている労働者の介護と仕事の両立
への対応を検討することは必要不可欠である。Aさ
んの場合には，パートタイムの仕事に転職をしたが，
在宅介護サービスを利用する上で，職場で利用でき
る制度はなく，自身でタイムマネジメントをするこ
とを迫られ，何度も転職を経験することとなる。
　また，自営業の場合にも，同じような困難に直面
する。自営業の場合には，仕事との調整がつけやす
いと考えられがちであるが，企業のように組織的な

サポートや代替要員の確保が保障されておらず，自
身の収入に直接的な影響をきたす。
　Mさんは，保険会社に勤務していたが，実母の介
護が必要になったため，同居しながら，自ら保険会
社を立ち上げ経営しはじめた。しかし，打ち合わせ
などで長時間家を空けることが難しく，自分自身の
時間も思うように確保することができない。和菓子
屋を経営してきたGさんは，妻の介護が必要となり，
現在のところ，店を閉めざるを得なくなっている。
また，父親と小さな会社を経営していたFさんは，
父親の介護が必要となってから，収入は介護発生以
前の１０分の１に減ってしまい，Fさん自身も６年前
から社会不安障害を抱えながら介護を続けている。

・転職・再就職支援
　要介護者の急変や，後述する介護サービスの利用
時間と労働時間とが対応しないために，転職を選択
せざるを得ない場合もある（Aさん，Jさん，Mさん，
Nさん）。Aさんは，パートタイムへの転職によっ
て自分の収入が激減してしまった。ハローワークで
も，自分の介護の状況について理解を示すようなサ
ポートを得ることができず，現在は生活保護制度を
利用している。Aさんは，自身の経験から，母親に
特化した就労支援（マザーズジョブカフェなど）の
ような，介護者に特化した就労支援や，介護制度に
精通した相談員の配置の必要性を訴える。

・キャリア・チェンジ
　転職に際して，資格取得や職業訓練などのサポー
トを利用し，キャリアアップやキャリア・チェンジ
を図ろうと模索する介護者もいる。Nさんは，介護
開始時に販売業の仕事に携わっていたが，職場で理
解が得られず，同じ販売業での転職を繰り返すこと
となった。しかし新しい勤務先が再び営業悪化，業
種を変える決意をする。販売業に見切りをつけ，福
祉住環境コーディネーター２級，色彩福祉検定３
級・２級を取得し，次の仕事に活かそうと考えてい
る。今回のインタビュー対象者ではないが，介護離
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職を契機として，新しく高齢者福祉分野でNPOを
立ち上げた介護者もいる。「転んでもタダでは起き
るな」（２０１３年男性介護ネット第５回総会での樋口
惠子氏の発言）という精神が活かされている。

（３）介護サービス
　介護と仕事の両立のために個別企業が対応できる
取り組みには限界がある。仕事と介護の両立の実現
にとって，企業での取り組みと並行して，労働時間
との調整や，深夜の介護負担などを軽減する上で，
働く介護者を想定した介護サービスの開発・普及は
決定的に重要である。しかし現状は，ほとんど未開
拓のサービス分野も少なくなく，問題点も指摘され
ている。

・在宅介護サービス
　在宅介護を継続していくためには，仕事で自分が
家を空けなければいけない時間帯の介護がもっとも
大きな課題となる。池田（２０１０）が，在宅介護サー
ビスの利用が，就業継続に有効であるという指摘を
しているが，インタビュー調査でも平日にヘルパー
を利用している介護者は多かった（Aさん，Cさん，
Hさん，Iさん，Lさん，Mさん）。他方で，転職や
離職が家計に与えるダメージは，自己負担分が支払
えないために，介護サービス利用の抑制という悪循
環を生み出す可能性がある。

・介護者支援型サービス
　デイサービスなどの通所サービスは，保育所とは
異なり，働く介護者を想定していない場合が多い。
短時間勤務を職場で利用できなかったAさんは，デ
イサービスを利用するために，定時に帰れる仕事を
条件として転職先を探した。また，Cさんの場合，
泊りがけの出張が多いため，ショートステイを利用
することが少なくないが，ショートステイの利用は，
数ヶ月前から申し込まなければならず，急な出張の
場合には対応できないため，同僚に迷惑をかけるこ
とになる。

　最近，デイサービスの延長で，要介護者がそのま
ま施設に宿泊することができる「お泊りデイ」の利
用が増えている。働く介護者にとっては両立に資す
るサービスであるが，現時点では介護保険の適用外
のサービスであり，サービスの質という点での問題
点も指摘されている。

・施設サービス
　慢性的な施設不足も，働く介護者の足かせとなっ
ている。多くの介護者が，できるだけ自分自身で介
護にかかわっていたいという思いを強くもっている
一方で，遠距離で介護をする場合や，在宅での介護
負担が限度を超えるような場合には，施設での介護
という選択肢がでてくる。施設への入所基準は，あ
くまでも要介護者の状態を第一に配慮しているため，
働く介護者のニーズが勘案されることは少ない。
　Eさんは，遠く離れて一人で暮らす親の介護が必
要になったため，介護休業を取得し，親の介護をし
ながら，入居できる施設を探すことにした。Eさん
が勤める企業では，法定の９３日を上回る１年間の介
護休業を保障していたが，その期間内に，入所でき
る施設を見つけることができず，結果的に退職せざ
るを得なかった。
　２０１２年に新たに改正された介護保険制度では，医
療・看護・予防・住まい・生活支援サービスを切れ
目なく提供する「地域包括ケアシステム」の実現が
提唱され，新たに，２４時間地域巡回型訪問サービス
や高齢者の住宅の整備などが盛り込まれた。しかし，
「地域包括ケアシステム」で唱えられている「施設
から在宅へ」というスローガンは，逆に「在宅ケア
難民」を増やしかねない危険性も依然として孕んで
おり，今後の趨勢を注視していく必要があるだろう。

（４）コミュニティにおける支援
　最後に，介護と仕事の両立を支える重要な資源と
して，多様なコミュニティとのつながりを指摘した
い。
　家族関係が多様化する現在において，兄弟姉妹の
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減少，遠距離介護，さらには複数介護など，介護負
担を一人で抱え込まなければならない介護者は少な
くない。介護者にとって，他の家族の援助だけでは
なく，要介護者を通じて，あるいは自分自身の新し
い人間関係として，多様なコミュニティとつながる
ことが介護者自身にとって大きな意味をもつように
なってきている。この場合のコミュニティとは，地
域コミュニティとテーマコミュニティの２つを含む
（金子，２００２，２００３）。コミュニティにおける支援は，
介護者にとって，単なるストレス解消や孤立予防と
いった介護支援の意味をもつだけではなく，さまざ
まな葛藤や悩みに直面しながらも自分が介護する意
味を再確認し，自分自身のアイデンティティをその
つどそのつど再構築するための中核的な役割を担っ
ていると考えられる。

・地域コミュニティ－介護状況の共有，孤立予防
　Cさんは，介護保険制度が導入されていないとき，
いざというときには，地域の人の助けがなければ，
両立を乗り切ることはできなかっただろうと振り返
る。職場だけではなく，地域コミュニティでも，自
分の介護の状況を隠すことなく率直に話すことが，
地域関係をつくっていく契機となっている。またA
さんは，介護を必要とする母親と同居するために，
自分が幼少期に暮らしていた地域に戻ってきた。そ
こで昔の同級生と再会したことから，地域の消防団
の活動に参加することになった。そこでの活動は，
自分が介護していることを地域の人に知ってもらう
だけでなく，自分自身の新しい人間関係の創出にと
っても重要な場となっている。地域とのつながりが，
介護と仕事の時間に追われるだけの生活にとって貴
重な気分転換になるだけではなく，将来的には，い
ざというときに助けてもらえる関係になるという意
味で，大変心強いとAさんは話す。

・テーマコミュニティ－悩みの共有
　テーマコミュニティも，介護者が自分自身の介護
生活を確立していく上で重要な場となっている。７２

歳のGさんにとって，今までしたことがなかった洗
濯や料理への挑戦は，介護の負担と並んで，大きな
悩みの種であった。こうしたことを相談できる相手
を見つけることができず，たくさんの失敗を重ねた
が，娘の紹介で，男性介護者だけが集まるつどいが
あることを知り，そこへ通うことが，Gさんにとっ
て貴重な気分転換となっている。自分自身の体験を
語り，他の体験者の語りを聞くことを通じて悩みを
共有する取り組みは，自分自身の経験を相対化し，
自分だけではないという連帯感を生み出す活動であ
る（津止，２０１３）。
　今回のインタビュー調査の対象者が，こうしたコ
ミュニティにすでにアクセスしている介護者である
ために，サンプリング自体に偏りがあるが，逆に，
こうしたコミュニティにアクセスできない介護者は，
自らの介護や仕事の両立の意味を考える機会すら得
られず，孤立する可能性がある。地域コミュニティ，
テーマコミュニティにおける取り組みは，介護と仕
事の両立との直接的な影響関係はないが，介護者自
身のワーク・ライフ・ケア・バランスの実現におい
て，領域間を接合する統合的役割を果たす可能性を
示唆しており，今後更なる検証が必要である。

おわりに

　長寿の所産としての「大介護時代」（樋口，２０１２）
に備え，介護することや老いることに希望が持てる
社会の実現こそが，日本に課せられた世界的使命で
ある。その中でも，今後働く介護者が飛躍的に増加
することを踏まえるならば，介護と仕事の両立はき
わめて重要な社会的課題であるが，その本格的な研
究は，まだ端緒についたばかりである。特に，企業
での両立支援策にとどまらない，ワーク・ライフ・
ケア・バランスという包括的な視点からの理論構築
およびそれに基づく支援策の具体化が求められてい
る。
　その予備的考察として本稿では，働く介護者の実
態と意識の乖離を明らかにすると同時に，両立を可
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能／不可能にする要因の抽出を試みたが，まだ素描
の段階にとどまっており，要因およびカテゴリー相
互の関係性についてはまだ十分検討できていない。
サンプル数の偏りや限界があるため，今後さらなる
普遍化の作業を継続していきたい。

注
１） 女性が３５万人と多数を占めているが，男性の占
める割合は増加傾向にある。女性離職者の場合，
非正規社員である場合が多い（正規社員１０万人に
対して非正規社員２５万人）のに対して，男性離職
者は，正規社員の割合が多い（正社員５万人に対
して，非正規社員３万人）となっている。

２） 介護者支援の考え方については，斎藤（２０１０）
を参照。

３） ヤングケアラー研究はまだほとんど蓄積がない
状態であるが，先駆的研究としては柴崎（２００６）
や澁谷（２０１２）を参照。

４） 「要介護状態」とは，負傷，疾病又は身体上若し
くは精神上の障害により，２週間以上の期間にわ
たり常時介護を必要とする状態をいい，「対象家
族」とは配偶者，父母，子，配偶者の父母並びに
労働者が同居しかつ扶養している祖父母，兄弟姉
妹及び孫を指す。なお，介護休業は，男女労働者
とも取得することができるが，「日々雇用される
労働者」と「期間を定めて雇用される労働者」は
対象外となっている。２０１０年の改正によって，次
の（１）（２）を満たす期間雇用者も，取得対象と
なった。（１）同一の事業主に引き続き雇用され
た期間が１年以上であること，（２）介護休業開
始予定日から９３日を経過する日（９３日経過日）を
超えて引き続き雇用されることが見込まれること。

５） 介護休業給付金とは，雇用保険の被保険者で一
定の条件を満たす者が，職場復帰を前提として家
族を介護するために介護休業を取得した場合に支
給される給付であり，介護で会社を休む直前の２
年間に，１カ月間に１１日以上働いた月が１２カ月以
上ある人が対象となる。

６） このことに類似する研究として，竹中は，時間
政策に関して，有償労働とレジャーの二分法から，
有償労働とケア労働とレジャーの三分法を提唱し

ている（竹中，２００１）。
７） 京都市調査は，公益財団法人大学コンソーシア
ム京都と京都市との共同事業である「未来の京都
創造研究事業」において，指定課題「真のワー
ク・ライフ・バランス」実現のニーズ把握と推進
方策」に採択された，「家族介護者の仕事と介護
が折り合う環境（ワーク・ケア・ライフ・バラン
ス）の実現に向けたニーズ分析と支援策の課題」
の一環として実施したものである。調査の実施に
あたっては，京都市文化市民局共同参画社会推進
部男女共同参画推進課と，保健福祉局長寿社会部
長寿福祉課の協力を得た。

８） 標本となった企業の４０歳以上の従業員数は把握
していないため，社員アンケートの回収率は計算
できないが，標本の２６５社のうち４９社（１８.５％）の
従業員から社員アンケートを回収した。調査結果
の概要については，斎藤・津止・小木曽・西野
（２０１２）を参照。

９） なお，今回の調査は４０代以上を予定していたが，
３０代以下も２０名の回答があったので，すべて含め
て分析を行った。

１０） なお，今回の調査では，各企業内での配布方法
が把握できないため，働く介護者の割合が各企業
の労働者数をバランスよく反映したものとは言い
難いということを補足しておく。
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Abstract : As the aging of baby boomers is proceeding at a fast pace, it is undeniable that there will a huge 
increase in the number of Certifications of Needed Long-Term Care, and the need for balance between work 

and care has become evident. This paper will propose that it is essential to consider the lives of working 

carers comprehensively, by arguing that current enhancement of compatible support by companies is 

inefficient. In order to reconcile work, life, and care, we have tried to find a main cause in enabling/

 disabling continuous work. By doing so, we have revealed that working carers have dealt with care without 

using compatible support by companies. We have also found that working carers want to use compatible 

support. However, they cannot afford to use it. Furthermore, we have identified the four categories that 

enable/ disable continuous work; (1) family situation, environment, (2) work support, (3) care service, (4) 

community.

Keywords : working carer, the balance between work and care, support for carer,
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